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市区町村名 兵庫県 明石市
あ か し し

  

担当部署 財務室財務担当 

電話番号 078-918-5011 

 

１ 取組事例名 

全ての自治体におススメできる日常修繕を含む施設包括管理 

 

２ 取組期間 

検討・準備期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

業務開始 平成 30 年度 

 

３ 取組概要 

○学校・幼保・市民センター等 132 施設の点検・清掃・修繕等をまとめて委託 

○全ての日常修繕(概ね 130 万円未満)を含む包括管理としては 全国初の事例 

○元請事業者はマネジメントを担い 実作業は多くの協力会社(地元中心)が行う 

（地元事業者の仕事が減るものではない） 

○受託者は公募型プロポーザル(6 者参加)の結果 日本管財株式会社 

 

 

 

 

 

４ 背景・目的 

【目的】 公共施設の安全性の向上、長寿命化、管理の効率化 

【背景(これまでの課題)】 

(1) ノウハウ不足で非効率な施設管理 

・大半の施設では技術職員は配置されておらず、技術的なノウハウが不足 

・所管課ごと業務ごとの管理で契約件数が多く仕様もバラバラ 

(2) 施設の老朽化の一方で更新費用は不足 

・市有施設の 2/3 が築 30 年以上だが 全施設の更新には投入できる財源の 2 倍超が必要 

・施設の統廃合には多くの関係者の理解が必要で時間がかかる 

・その中でも何とか施設に係るコストを減らす必要がある 
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(3) 業務は増加する中職員（特に技術職員）は減 

・ここ 10 年で正規職員は約 350 人（15％）減 

・中核市移行等で事務職員・福祉等専門職員は増加に転じたが、技術職員は今後も減少の見込み 

 

５ 取組の具体的内容 

(1) 対象施設 

 

 

 

 

 

(2) 対象業務・金額（公募型プロポーザル提案上限額） 

区分 金額 

保守点検・清掃・警備 ①電気工作物 ②消防設備 ③空調設備 ④エレベータ 

⑤受水槽・高架水槽 ⑥12 条点検 ⑦清掃 ⑧樹木管理・除草 

⑨機械警備 ⑩建物管理 

○従来の契約実績額の積み上げで計上 

1 億 2,000 万円 

日常修繕 

(概ね 130 万円未満) 

○従来の実績額 2 億 2,000 万円の約８割 

（経費削減ではなく包括委託以外の修繕の可能性も考慮し予算を留保） 

○精算制 案件ごとの修繕費の決定方法は事業者提案 

1 億 7,500 万円 

マネジメント経費 ○サウンディング調査結果を参考に計上 3,500 万円 

合計 3 億 3,000 万円 

 

(3) 業務開始までの経過 

時期 内容 

H27.7 先進自治体受託者(2 者)からのヒアリング 

H27.10~H28.3 維持管理業務 状況調査 仕様書収集、提案仕様書原案(性能発注の考え方)作成 等 

H28.7 副市長協議(継続検討) 

H28.7~8 第 1 回サウンディング(公募) 

H28.12 市長･副市長協議(実施方針決定) 

H29.1~3 修繕業務 状況調査 

H29.6 第 2 回サウンディング(第 1 回 面談事業者) 

市議会へ導入の旨を説明 

H29.8 公募条件決定 プロポーザル公告 

H29.9 校長会、幼稚園長会、保育所長会で説明 

H29.10 受託予定事業者決定(日本管財(株)) 

H29.11 市議会へ選定結果を説明 

H29.11~H30.3 受託予定事業者との準備協議(約 20 回) 

 

小・中・養護学校    42 施設 小・中コミセン     44 施設 

幼稚園･保育所･こども園 39 施設 市民センター等事務所     7 施設 計 132施設 
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132 施設 挨拶回り、業務概要説明・不具合箇所ヒアリング、主要協力会社への個別説明、 

修繕協力会社への説明会、栄養教諭、調理員、体育教諭等への説明会 等 

H30.4 業務開始 

 

(4) 年度ごとに対象施設・対象業務を拡大 

項目 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

対象施設数 132 158 152 

対象業務数 629 818 817 

主な業務内容の増減 機械警備は

2019 から 

機械警備開始 

【追加】 

消防局 7 施設(清掃のみ) 

市立高校 1 施設(修繕除く) 

18 施設の 12 条点検 

小学校普通教室空調新設に 

伴う保守台数増 

※10 月以降消費税 10％ 

【追加】 

児童相談所 1 施設 

福祉センター(新設)1 施設 

小学校特別教室空調新設に伴う保守台数増 

【削除】 

2 施設の 12 条点検(指定管理導入・施設廃止) 

100～200 ㎡施設 12 条点検(法改正に伴う) 

※通年消費税 10％ 

点検修繕以外の業務 予防保全巡回 

短中期修繕計画 

予防保全巡回 

短中期修繕計画 

予防保全巡回、短中期修繕計画 

施設保全･マネジメントシステムの運用 

契約金額(当初) (A+B+E) 309,723,360 355,565,847 387,903,218 

契約金額(精算増後) (A+B+C+E) 340,749,449 393,493,884 - 

 A) 内訳 点検等委託 97,870,032 139,277,856 166,686,961 

 B) 内訳 修繕(当初) 175,000,000 176,620,000 178,240,740 

 C) 内訳 修繕(精算増分) 31,026,089 37,928,037 - 

 D) 内訳 修繕合計 (B+C) 206,026,089 214,548,037 - 

 E) 内訳 マネジメント経費 36,853,328 39,667,991 42,975,517 

(5) 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

(6) 修繕実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 特徴（独自性・新規性・工夫した点） 

(1) 「職員減」となるコスト削減を果たすため日常修繕を取り込む 

○施設包括管理の実施にあたっては 担当職員の「仕事の余裕」を生み出すレベルではなく 「職員減」につながるコスト

削減を果たすため 先進自治体の多くで包括管理の対象となっている点検・清掃に加えて 件数が多く 現場確認等

の手間もかかる日常修繕を全て包括管理に取り込むこととした（下図） 

○日常修繕を取り込んだことで 施設から連絡のあった不具合や点検で発見した不備にスピーディに対応でき 包括管

理の一番の目的である施設の安全性の向上の効果を高めることができた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「内製化」で安価で柔軟な修繕を実現 

○受託者決定後 業務開始までの協議の中で 軽微な修繕を安価で柔軟に行えるしくみを構築 

 

 

 

 

 

○日本管財明石管理センターの修繕担当者(3名)自身が行う原則 30万円未満の修繕 

○協力会社より安価なことが事前又は事後に確認できること 

○材料費実費 ＋ 工賃(実作業時間 1人 1時間 2,300円) ＋ 経費 10％ 
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○修繕業務全体に占める内製化の割合 

年度 修繕業務全体 うち内製化分 

支払件数 支払金額 金額/1 件 支払件数 占有率 支払金額 占有率 金額/1 件 

H30 1,559 件 206,026,089 円 132, 153 円 462 件 29.6% 7,293,751 円 3.5% 15,787 円 

R1 1,799 件 214,548,037 円 119,260 円 600 件 33.4% 10,776,497 円 5.0% 17,961 円 

○内製化で約３割の件数を実施しているが 支払金額は 5%未満 

○正味の作業時間１時間単位の積算となっているため「現場確認等のついでに修繕」が安価に行えている 

施設・市・受託者・協力会社の全てにメリットがある「四方良し」の取り組み 
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７ 取組の効果・費用 

(1) 主に人件費の削減(7 名減)により 4,800 万円/年のコスト削減 

・全ての日常修繕を取り込んだことで 各施設所管課の減員(８名)と包括管理担当の増員(１名)により 差引 7 名を

減員(他部署への異動) マネジメント経費を加味しても 4,800 万円/年のコスト削減となった 

○包括管理導入によるコスト削減効果 

項目 実績額(千円) 導入後(千円) 積算の考え方 

委託料 135,000(予算額) 120,000 従来契約額を提案上限額に 

修繕費 220,000 208,000 5%削減(全庁的な取り組みによる) 

職員人件費 80,000(10 名相当) 24,000(7 名減) H30.4 包括管理担当 1 名増施設所管 8 課 各 1 名減 

マネジメント経費 － 35,000 サウンディングを参考に 庁内提案段階で 従来契約額との

比較で効果を説明できる最大のマネジメント経費を計上 合計 435,000 387,000 

コスト削減効果 － 48,000 

(2) 市の技術職員と専門事業者のノウハウにより適切な判断でスピーディに修繕 

・受託者の修繕担当者が概ね連絡を受けた翌日までに現場確認 

・現場確認した情報をもとに包括管理担当とすぐに協議し 課長が判断 （技術者同士なので話しが早い） 

・内製化で応急修繕し 本修繕は協力会社に依頼するケースもあり （施設運営への影響を最小化できる） 

 

 

 

 

 

(3) 受託者から付加サービスを享受 

・【情報共有システム】市と受託者間のやりとりはクラウド型の情報共有システムと電子メールで完結 

・【短中期修繕計画】受託者による予防保全巡回点検を踏まえた 5 年間の修繕計画を受領 

(4) 対象施設の満足度が向上 

・数値化しづらい包括管理実施後の効果を可視化するため施設への満足度調査を実施 

・初年度は「良くなった・少し良くなった」が約 7 割 

・2 年目は「良くなった」だけで約 5 割 「良くなった・少し良くなった」は 7～8 割 

・「変わらない」の多くは 修繕案件が少ないコミセン等の小規模施設 

○対象施設への満足度結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 【1 年目】                              【2 年目】 

応急修繕は内製化で可能です 

現場の画像を LINEで送るので 本修繕 Aパターンか Bパターンか判断をお願いします 

では応急修繕は内製化でお願いします  送ってもらった画像である程度わかりましたが 

もう少し詳しく見たい  今から現場に行くので そちらで協議して決めましょう 
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(5) 関係者のコラボによる修繕が実現 

・施設の満足度が高まり 協力を得やすくなったため 組織の縦割り越えた 関係者のコラボによる修繕が実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 公共施設マネジメントに必要な情報が自動的に集まるしくみ(構築中) 

・施設保全マネジメントシステムを導入し 点検結果等を紙の報告書からデータベースでの報告や 

システムへの直接入力に移行していく 

・点検結果や修繕履歴など施設マネジメントに必要な情報が自動的に集まるしくみを構築し 

 公共施設等総合管理計画 個別施設計画のうち 保全計画の要素を担っていく 

 

 

 

中学校水泳部と共同でプールサイドの再塗装 学校武道場で入替撤去後の畳をコミセンで再活用 

包括・学校管理課・先生が共同で運動場の排水不良対策 

市技術職員と受託者担当者が共同で内製化 受託者担当者を講師に市若手技術職員の実務研修会 

公共施設マネジメントの土台となるため 全ての自治体におススメ！ 
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８ 取組を進めていく中での課題・問題点（苦労した点） 

(1) 職員減が導入の条件 

・まずは多くの先進自治体と同様 点検・清掃のみの包括管理を提案したが  

当時の副市長から「それで人は何人減るねん」とダメ出し 職員減が可能になることが包括管理導入の条件となった 

・結果的には修繕を含めることで より効果の高い包括管理につながった 

(2) 対象施設に含めること 人を減らすことに 理解を得る 

・庁内調整で包括管理自体には賛同は得やすかったが(総論賛成) 

自分の課が対象になることには反対もあり(各論反対) 対象施設は賛同が得られた施設を優先して決定した 

・さらに対象施設の所管課から職員減をする話しには反発が強かったが  

幸運にも関係部局長が同期同士であったため その絆にも頼って調整した 

(3) サウンディングを参考にマネジメント経費を計上 

・プロポーザルの提案上限額は従来の契約実績額をベースに積算したが 

マネジメント経費は従来委託していない部分であるため 市内部に積算の根拠がなかった 

・そのためサウンディング調査で 9 事業者から聞き取りを行った 

・なかなか回答いただけない事業者もあり 聞き取り結果も 0～5,000 万円と差が大きかったが 

マネジメント経費の予算を獲得する有力な根拠になった 

 

９ 今後の予定・構想 

(1) 修繕品質を高め より安全・安心な施設に 

・施設・施設所管課との情報共有・連携性の向上 

・協力会社の質・数の充実（真の意味での地元業者の育成） 

(2) さらなる業務拡大 

・年度ごとに対象施設・対象業務を拡大していく 

・技術力を有し 施設の状況が分かる者が 責任を持って判断する体制を確保する 

(3) 公共施設マネジメント全体への貢献 

・公共施設マネジメントに必要な情報が自動的に集まるしくみの構築 

・データを分析しやすい形で一元化することで施設の存続･廃止の判断にも活用しやすくなる 

 

１０ 他団体へのアドバイス 

 施設包括管理は、施設の安全性の向上と事務負担の軽減に効果的なだけでなく、各種の点検結果や修繕履歴など公

共施設マネジメントに必要な情報が一元的に蓄積される点も大きなメリットです。公共施設マネジメントの土台となるため

全ての自治体におススメなのですが、日常修繕を含めることでその効果を最大限に高められます。 

 導入自治体も少しずつ増えていますので、まずは先進自治体のコピーで十分だと思います。受託者と協議をしながら進め

れば地元事業者の仕事が減ることもありません。事前調整でいくつかのハードルがありますが、一部の施設や業務から導入

し、段階的に広げていくことも可能ですので是非取り入れてみてください。 

 

１１ 取組について記載したホームページ 

https://www.city.akashi.lg.jp/zaimu/kenzenka_shitsu/shise/nyusatsu/h29houkatukanrigyoumuitaku.html 

 


